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公益通報制度における不正・ 

不祥事の発見ルートの拡大 

―公益通報者保護制度 Q&Aの改訂を中心に― 

 

 

弁護士 藤原 宇基 

  

令和 8 年 3 月 31 日、令和 7 年改正公益通報者保護法を踏まえた法定指針及び指針の解説の改

正が公表され、同年 5月 29日、消費者庁から「公益通報者保護制度 Q&A」（以下「消費者庁 Q&A」

といいます。）が公表されました。 

令和 7年改正の概要については、令和 7年 4月のニュースレターにおいて取り上げたため、本

稿では繰り返さず、本稿では、消費者庁 Q&Aにおいて追加・具体化された事項を中心に整理しま

す。 

  

１ 公益通報の対象となる事実・取引関係の具体化 

  

消費者庁 Q&A は、過去に生じた通報対象事実についても公益通報の対象となり得ることを確

認しています。すなわち、過去に生じた犯罪行為、過料対象行為又は最終的に刑罰若しくは過料

につながる法令違反行為についても、公益通報の対象となり得るとされています（消費者庁 Q&A

「通報対象事実に関する Q&A」Q5）。 

また、取引先事業者の法令違反行為に関する通報についても整理されています。例えば、事業

者 A社が取引先事業者 B社との契約に基づいて事業を行っている場合において、当該契約とは無

関係の法令違反行為が B社において生じていることを、B社の事業に従事する A社の労働者 Cが

B社に通報する場合の取扱いが示されています（同 Q6）。 

さらに、消費者庁 Q&Aは、売買契約であっても、自らの勤務先が事業として反復継続的に物品

納入を行っている場合等には、本法 2条 1項 4号の「請負契約その他の契約」に該当し得るとし

ています。そのため、当該契約に基づく事業に従事する者が、当該契約の相手方事業者に対し、
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相手方事業者の法令違反行為について通報する場合には、1 号通報として保護の対象となり得る

とされています（消費者庁 Q&A「通報先に関する Q&A」Q8）。 

 

２ 外部公益通報の保護要件の具体化 

 

消費者庁 Q&Aでは、2号通報及び 3号通報における「通報対象事実が生じ、又はまさに生じよ

うとしていると信ずるに足りる相当の理由」について、通報内容を裏付ける内部資料等がある場

合、関係者による信用性の高い供述がある場合等が例示されています（消費者庁 Q&A「保護要件

に関する Q&A」Q1）。 

また、3 号通報の保護要件について、不利益取扱いを受けると信ずるに足りる相当の理由があ

る場合（同 Q3）、証拠隠滅等のおそれがあると信ずるに足りる相当の理由がある場合（同 Q4）、

公益通報者を特定させる事項が正当な理由なく漏らされると信ずるに足りる相当の理由がある場

合（同 Q5）、1号通報又は 2号通報をしないことを正当な理由なく要求された場合（同 Q6）等に

ついて、具体例が示されています。 

さらに、同 Q&Aは、3号通報において、通報内容の一部についてのみ真実であると信ずるに足

りる相当の理由がある場合であっても、その部分について要件を満たす限り、公益通報として保

護され得るとしています（同 Q11）。また、通報時に、真実であると信ずるに足りる相当の理由を

根拠づける資料や情報源を示していなかったとしても 3号通報の要件を満たし得ること（同 Q12）、

不利益取扱いからの保護要件を満たさない場合であっても、法 2 条 1 項の公益通報に該当する限

り、通報者探索禁止規定の適用を受けること（同 Q13）も示されています。 

これらは、外部公益通報の要件を一般的に緩和するものではありませんが、2 号通報及び 3 号

通報が保護される場面について、従前より具体的な判断材料を示すものであり、通報者が、心理

的に外部公益通報をしやすくなったといえます。 

 

３ 通報妨害 

 

業務上の問題や不正の疑いを発見した場合に、上司又は所管部門に報告・相談するよう案内す

ること自体は、通常の業務報告・内部統制の観点から問題となるものではありません。 

他方で、公益通報制度の利用に関する案内として、「まずは上司に通報」、「内部公益通報受付窓

口へ通報するには、その前に上司への通報が必須」、「優先順位としてまずは上司に通報すべき」

といった案内をすることについて、消費者庁 Q&Aは、公益通報者保護制度の趣旨にそぐわないと

考えられるため、避けるべきものとしています（消費者庁 Q&A「通報先に関する Q&A」Q9）。 

また、同 Q&Aは、事業者が労働者及びフリーランス等に対して外部公益通報を禁じたり、まず

内部公益通報をするよう公益通報の順序を強制したりすることは、令和 7 年改正により禁止され

る「通報妨害」に該当し得るとしています。さらに、そのような内部規程を作成していた場合、

同規程が内部公益通報又は行政機関への公益通報をしないことを正当な理由なく要求するもので
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あれば、3号通報の保護要件に該当し得るとされています（同 Q10、消費者庁 Q&A「保護要件に

関する Q&A」Q6）。 

 

４ フリーランス・再委託関係からの通報 

 

令和 7 年改正により、公益通報者の範囲に、特定受託業務従事者及び特定受託業務従事者であ

った者が追加されました。消費者庁 Q&Aは、公益通報の主体として、労働者、派遣労働者、退職

者、役員に加え、特定受託業務従事者及び特定受託業務従事者であった者を挙げています（消費

者庁 Q&A「基本的事項に関する Q&A」Q3）。 

また、大工等の一人親方や車持ちトラック運転手のように、従業員がおらず一人で事業を行っ

ている個人事業主が、役務提供先である元方事業者における法令違反行為を通報した場合、フリ

ーランス若しくはフリーランスであった者又は実態としての労働者に該当する場合は不利益な取

り扱いからの保護の対象となる旨も記載されています（消費者庁Q&A「公益通報者に関するQ&A」

Q10）。 

フリーランスに関する Q&Aでは、発注事業者、受託事業者、再委託先、さらに再委託先から業

務委託を受けた特定受託事業者が関係する場合に、どの事業者において通報対象事実が生じてい

るかに応じて、誰に対する 1号通報となり得るかが整理されています（消費者庁 Q&A「フリーラ

ンスに関する Q&A」Q6 ないし Q11）。また、業務委託関係終了後 1 年以内かどうかの起算点や、

施行日前に生じた不正行為について施行日以降に通報した場合の取扱いについても整理されてい

ます（同 Q14ないし Q17）。 

 

５ 不利益取扱いと立証責任の転換 

 

消費者庁 Q&A は、公益通報をした日から 1 年以内に公益通報者である労働者が解雇又は懲戒

を受けた場合、その解雇又は懲戒が公益通報を理由としてされたものと推定されるとしています。

この場合、事業者側において、当該解雇又は懲戒が公益通報を理由とするものではないことにつ

いて立証責任を負うことになります（消費者庁 Q&A「不利益な取扱いに関する Q&A」Q2）。 

また、公益通報者に以前から解雇その他の懲戒処分等に相当する問題があった場合、公益通報

をしたこと以外の理由に基づいて解雇その他の懲戒処分等をすることは公益通報者保護法の禁止

規定に抵触しませんが、解雇その他の懲戒処分等が公益通報をしたことを理由とするものではな

いことについて、事業者において、客観的で合理的な根拠をしめす ことができるようにしてお

くことが考えられる旨が記載されています（同 Q6）。 

さらに、請負契約に基づき取引先事業者に役務を提供している労働者が、取引先事業者におけ

る法令違反行為を当該取引先事業者に通報した場合における取引先事業者による不利益取扱いか

らの保護についても整理されています（同 Q11）。この点は、取引先や業務委託先に関する通報が

不正・不祥事の発見ルートとなり得ることと併せて、実務上重要な整理といえます。 
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2003 年東京大学法学部卒業、2008 年弁護士登録。 

労働法、内部通報制度、企業不祥事に関する危機管理対応、コーポ

レートガバナンス・内部統制システムに関する法的助言を行う。 

※本ニュースレターは一般的な情報提供を目的としたものであり、法的アドバイスではありません。 

また、その性質上、法令の条文や出展を意図的に省略している場合があり、また情報としての網羅性

を保証するものではありません。個別具体的な案件については、必ず弁護士にご相談ください。 

以上のとおり、消費者庁 Q&Aでは、公益通報の対象となる事実・取引関係、外部公益通報の保

護要件、公益通報の順序強制、フリーランス・再委託関係からの通報、不利益取扱い及び立証責

任の転換について、改正法の施行を見据えた具体的な整理が示されています。 
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